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1． 事業継続計画を策定する目的と必要性 

 

【記入例】 

 ○○○○株式会社（以下、当社という）は、持続可能な社会の実現を支える一員として、堅実な事業

経営を通じて、常にお客様に感動を与え、社会に有用で且つ環境にやさしい価値の提供を目指してい

る。 

 そのためにも、頻発する自然災害、新型ウイルス感染症、各種事件/事故などの有事の発生を未然に

防止しつつ、有事発生の場合には、人命安全確保を最優先に、社会への提供価値の迅速な復旧再

開を行うこと（事業継続）は、当社の重要な社会的責任であると認識している。 

 当社では、有事発生時の対応行動を迅速化するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し、訓練を通し

た継続的改善の繰り返しにより、有事における対応力をより一層強化し、社会全体の安心安全の実

現のために活動していく。 

 

○○○○○株式会社 

代表取締役 △△△△△ 

 

 

【作成のポイント】 

 「１．事業継続計画を策定する目的と必要性」では、事業継続の必要性について経営者からのメッ

セージを記載します。 

- 中小企業庁の「事業継続力強化計画」、もしくは、内閣官房国土強靱化推進室の「レジリエン

ス認証」では、会社の基本方針と事業継続計画の一体化を求めています。 

- さらに、最近は、SDGs を始めとした持続性への取り組みが企業に求められているため、社会価

値への貢献と事業目的の一体化を明記するのが望ましいです。 

 

新たに BCP を策定する企業 

- 現在のBCPの基本的な考え方は、個別脅威毎にBCPを策定するのではなく、さまざまな脅威に

対して共通で使える、ＢＣＰの策定が前提となっています。 

- そのため、大規模地震や水害等の自然災害、ならびに、新型ウイルス感染症のさまざまな脅威に

対する事業継続の必要性について記載するのが望ましいです。 

 

既に地震災害を中心とした BCP策定済の企業 

- 既に盛り込んでいる大規模地震や水害等の自然災害に、「新型ウイルス感染症」の文言を追記

します。 
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2． 事業継続に向けた基本方針と推進体制 

 

2.1 基本方針 
 

 【記入例】 

① 人命安全確保を最優先とする。 

自然災害や新型ウイルス感染症発生などの有事発生時には、人命の安全確保を最優先とし、二次

被害防止に努めながら社会的責任遂行のための早期復旧の実現をめざす。 

② 平時における事前対策と継続的改善活動を実施する。 

有事発生時の人命安全確保と早期復旧を実現するために、事業継続計画（ＢＣＰ）を事前に策定し、  

教育訓練により事業継続力を継続的に高める。 

③ 有事においては柔軟に対応する。 

ただし、有事発生時においては、刻々と変化する状況を常に把握し、あらかじめ定められた手順や段

取りにのみこだわることなく、状況に合わせて柔軟に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 事業継続の取組み推進体制 

 

平時においてＢＣＰ策定及び事前対策の実施、教育・訓練による継続的改善（事業継続マネジメント：ＢＣＭ）

を行うための社内推進体制を以下のとおり定める。 

 

 【記入例】 

役職・氏名 役割 

推進責任者 代表取締役社長 

△△△ △△△ 

・ＢＣＰとＢＣＭ方針の承認 

・設備・人員・予算計画などの経営資源の割り当て 

・ＢＣＭ進捗状況把握と評価 

・必要なメンバーの任命と権限付与 

担当者 業務管理部長 

△△△ △△△ 

・ＢＣＭ推進 

・ＢＣＭ進捗状況の把握・経営者への報告 

・予防処置や是正処置のフォローアップ 

・教育訓練の計画と実施 

 

【作成のポイント】 

 「２．１ 基本方針」では、自組織における事業継続に係る活動の目標を記載します。 

 

新たに BCP を策定する企業 

- BCP の策定に際しての脅威の優先順位は大規模地震となるため、脅威の表記としては地震な

どの自然災害を先頭に置いて、それに続いて、新型ウイルス感染症を記すのが望ましいです。 

 

既に地震災害を中心とした BCP策定済の企業 

- 既に盛り込んでいる大規模地震や水害等の自然災害に、「新型ウイルス感染症」の文言を追記

します。 

【作成のポイント】 

 「２．２ 事業継続の取組み推進体制」では、自組織の事業継続に係る推進責任者・担当者を検討

し、役職・氏名を記載します。 
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3． 備えるべき脅威と被害想定 

 

3.1 大規模地震 
 

3.1.1 備えるべき脅威 

 

大規模地震、新型ウイルス感染症、噴火、火災、テロ攻撃など様々な脅威のある中で、当社としても最も

備えるべき脅威として優先的に大規模地震を前提とする。 

ただし、その他脅威についても、今後の継続的改善のなかで必要に応じて検討を進める。 

 

当社事業所に影響を及ぼす可能性のある地震としては以下のものがある。 

 

【記入例】 

対象事業

所 

地震の種類 発生確率 予想される震度 津波被害 

本社・工場 南海トラフ巨大地

震 

今後３０年以内に 

７０％の確率 

震度６弱 無し 

名 古 屋 工

場 

南海トラフ巨大地

震 

今後３０年以内に 

７０％の確率 

震度６強 あり 

〇〇〇     

〇〇〇     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【作成のポイント】 

 「３．１．１ 備えるべき脅威」では、各事業所における脅威の概要を記載します。 

- 地震の発生する確率や予想される震度については、事業所が所在している地元自治体にて公

表しているハザードマップ等を参考にします。 

 

新たに BCP を策定する企業 

- 今回の BCP作成にあたり、備えるべき脅威として、新型ウイルス感染症（3.2項）に加えて、大

規模地震について記入例を参考にしながら記します。 

 

既に地震災害を中心とした BCP策定済の企業 

- 既に策定済の BCP で盛り込まれている内容を流用します。 
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【事業所とハザードマップの例】 

 

本社・工場 

震度６弱 
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3.1.2 被害想定と脆弱性 

 

大規模地震などの脅威が顕在化することにより発生する被害の想定は極めて難しく、被害を特定するこ

とによる対応の硬直化の弊害も少なからずある。 

従って、本書では当社における被害想定は詳細化を避け、特定の大規模地震に左右されない状況想定

を前提とする。 

 

【記入例】 

 

 

カテゴリ 予想される被害 被害を大きくする原因（脆弱性） 

人員 建物や設備の損壊、落下、避難中の転倒などによる

怪我人の発生 

事業継続において重要な要員の欠員、参集不可 

発生当日は従業員のほとんどが帰宅困難者となる 

落下等による危険物の存在 

避難ルート及び災害時の体制が不明確 

安否確認のための方法が無い 

従業員の帰宅判断ルールが無い 

建物 耐震実施済建物においては倒壊などの大きな被害

の発生確率は低い 

ただし、一部亀裂や構造付属物の被害発生は予想さ

れる 

耐震診断未実施 

一部建物の耐震補強未実施 

設備 設備機器は停電等により一時的に稼働停止 

設備の移動や揺れにより損壊が予想される 

配管や配線類の断裂などの被害発生の可能性は大 

デリケートな機器の存在 

配管ルートや図面の未整備 

特注の設備機器の手配に時間がかかる 

情報 

システム 

データセンタ設置のサーバー被害の確率は少ない 

オフィス設置の一部サーバー及びパソコンについて

は落下・転倒などの被害 

バックアップ未実施のデータの喪失 

ネットワーク中断は一時的（１日程度） 

ただし、外部電力供給の回復が無ければ２日程度で

ＩＣＴ機能はすべて停止 

重要データのバックアップ未実施 

無停電停止装置（ＵＰＳ）の未導入 

インフラ 外部電力は１週間程度供給停止、都市ガスは２～３

週間程度停止 

水道は１週間程度の停止、周辺道路は３日程の通

行止め、 

交通機関（電車・バスなど）は１週間程度復旧せず 

非常用発電装置の未整備 

非常時の通信手段無し 

取引先 地震発生地域内にある取引先からの供給停止 

その他地区においても物流の混乱や二次サプライ

ヤ以降の供給停止により調達は極めて不安定な状

況となる 

非常時における取引先との連絡方法（連

絡先及び連絡手段）が無い 

代替調達先が無い 

その他   

【作成のポイント】 

 「３．１．２ 被害想定と脆弱性」では、３，１．１で検討した脅威が発生した場合の被害想定を記載

します。 

 

新たに BCP を策定する企業 

- 記入例を参考にしながら、自組織で予想される被害と脆弱性について記します。 

 

既に地震災害を中心とした BCP策定済の企業 

- 既に策定済の BCP で盛り込まれている内容を流用します。 
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3.2 新型ウイルス感染症 
 

3.2.1 新型ウイルス感染症とは 

 

本計画では「新型コロナウイルス感染症のように未だワクチン等の予防策や有効な治療方法が開発さ

れていない段階にある感染症の総称」であり、日常生活において私たちの行動を変えなければならない

ほどのリスクがある感染症を前提とする。  

 

【新型ウイルス感染症の感染経路】 

 

① 飛沫感染 

感染者の飛沫（くしゃみ、せき、つば など）と一緒にウイルスが放出され他者がそのウイルスを口や

鼻から吸い込んで感染する。 

感染を注意すべき場面 

屋内などで、お互いの距離が十分に確保できない状況で一定時間を過ごすとき 

 

② 接触感染 

感染者がくしゃみや咳を手で押さえた後、自らの手で周りの物に触れると感染者のウイルスが付着す

る。未感染者がその部分に接触すると感染者のウイルスが未感染者の手に付着し、感染者に直接

接触しなくても感染する。 

感染場所の例 

電車やバスのつり革、ドアノブ、エスカレーターの手すり、エレベーターのボタンなど 

 

③ 空気感染 

飛沫の水分が蒸発してさらに小さな粒子である飛沫核となって、長時間空気中を漂い、これを吸い込

むことによって感染する。 

 

 

【解説：過去に流行した新型ウイルス感染症】 

 

2002年にインド以東のアジアとカナダを中心に32の地域や国々で流行した「ＳＡＲＳ：サーズ」により、

世界中で 800 人の死亡者が確認されています。また、2012 年にアラビア半島諸国を中心に発生した

「MERS：マーズ」では 900 人の死亡者が確認されています。 

原因となった病原体は、ともにコロナウイルスの仲間ですが、SARS と MERS は異なる病気です。 

 

「新型コロナウイルス（SARS-CoV2）」はコロナウイルスのひとつです。コロナウイルスには、一般の風

邪の原因となるウイルスや、「重症急性呼吸器症候群（SARS）」や 2012 年以降発生している「中東呼

吸器症候群（MERS）」ウイルスが含まれます。ウイルスは粘膜に入り込むことはできますが、健康な

皮膚には入り込むことができず表面に付着するだけと言われています。物の表面についたウイルス

は時間がたてば壊れてしまいます。ただし、物の種類によっては 24 時間～72 時間くらい感染する力

をもつと言われています。  
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3.2.2 新型ウイルス感染症発生時の被害想定 

 

感染症は基本的に人と人の接触が大きなリスクとなる。 

このため感染症拡大時期では、人の移動や接触が制限されることとなり、人対人の接触を前提としている

事業活動や業務に大きな制約が生じることとなる。 

さらに、海外感染拡大発生時、国内感染者発生時、全国感染拡大～蔓延期ごとに事業に与える影響は、

段階的に大きくなり、自社では以下の影響を想定する。 

 

【記入例】 

 海外感染発生期 国内感染発生期 国内感染拡大～蔓延期 

規制・要請 該当国への渡航自

粛 

国内移動一部自粛 

イベント自粛 

緊急事態宣言 

国内移動全面自粛 

学校休業 

飲食店等の営業時間短縮や

休業 

イベント休止 

観光・小売業例 海外顧客激減 

 

国内顧客激減 

一部営業休止 

イベント自粛による来客

の減少 

地域内で感染症が発生

した際の風評被害 

自社の営業継続時の風

評被害 

営業全面休止 

営業休止に伴う従業員の休業 

（休業手当の支払い） 

非接触型のサービス提供によ

るコスト増大 

 

 

飲食業例 

サービス業例 

製造・卸業例 海外出張禁止 

海外の見本市や展

示会への出展中止 

輸出入停止による製

品出荷停止や材料

不足 

感染症発生国に工場

等がある場合の従業

員帰国 

国内出張自粛 

バイヤーなどとの商談中

止 

活動自粛による消費マ

インドの低下（出荷単価

の下落） 

対面業務のリモート化に

よる生産性低下 

感染者発生による操業停止 

顧客の操業停止による需要減

退 

操業停止に伴う従業員の休業

（休業手当の支払い） 

従業員のシフトの調整（学校

休業により一部従業員が出勤

困難） 

 

自社で想定され

る影響 

   

 

 

 

 

 

 

 

【作成のポイント】 

 「３．２．２ 新型ウイルス感染症発生時の被害想定」では、記入例の中から自組織の業種に該当す

る内容を参考にして、備えるべき脅威の概要及び被害想定について記載します。 
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4． 重要業務と目標時間 

 

4.1 平時において優先すべき業務（重要な製品・サービス） 
 

大規模地震や新型ウイルス感染症など様々な不測の事態に備えて、自社における重要な製品・サービスを

以下のとおりとする。 

 

  重要な製品・サービス： 〇〇〇サービス 

 

4.2 有事において優先すべき業務（重要業務）と目標時間 

 

有事の際に業務が平常通りに実施できず、優先順位付けが必要となる場合に備え、優先すべき業務（重要

業務）と目標時間を以下のとおりとする。 

ただし、有事の発生状況により、以下の目標時間は状況に合わせて変化することも前提としている。 

 

【記入例】 

重要業務 目標時間 

業務 目標とする状態の定義 選定理由 時間 設定理由 

1 人命の 

安全確保 

社員の安全確保を行い、

安否状況を確認のうえ、

生命の安全の危険を回避

するために必要な措置を

完了する。 

当社の事業継続の基本方

針として人命確保を第一と

しており、社員の安否状況

の確認と救命活動を迅速

に行う必要があるため。 

〇時間 

以内 

人命安全確保のためには、〇時

間以内での避難及び感染防御の

対応行動等の完了が必要である 

2 状況把握と 

危機広報発信 

発生した状況に合わせて

事業への影響を把握し、

影響の有無を関係者（顧

客・取引先・社員等）と共

有する。 

自社が提供する製品や

サービスの停止は、顧客

に大きな影響を与えるた

め、迅速に被害の影響を

把握し、関係者と共有する

ことが必要であるため。 

〇時間

以内 

顧客や取引先への影響を最小化

するためには、〇時間以内に自

社の現状を通知する必要があ

る。 

3 事業継続方針

の決定 

被害の状況に応じて必要

な対応方法（現状復帰や

代替による対応等の事業

継続戦略）が決定され、関

係者に周知されている。 

再開に向けた事業継続方

針を決定し、関係者と共有

することにより、再開に向

けた作業が効率化される

ため。 

〇時間

以内 

早急な活動再開のためには、〇

時間以内の事業継続方針の決

定が必要である。 

4 活動の再開 事業継続方針に沿い、優

先すべき製品や業務が開

始された状態 

活動停止が自社の事業継

続が不可能な状態になる

前に再開が必要であるた

め。 

〇週間 

以内 

〇週間を超える活動の停止は、

顧客への影響が大きく、他社へ

の乗り換え及びペナルティーの

発生など、当社の事業継続が不

可能となる可能性が高いため。 

 

 

 

【作成のポイント】 

 「４．１ 平時において優先すべき業務（重要な製品・サービス）」では、以下の観点から自社にとって重

要で依存度の高い製品・サービスを確認しておくことが望ましいです。 

-  自社の売上、利益、キャッシュフローへの影響 

-  自社が提供する製品・サービスの停止による顧客への影響／ペナルティーの有無 

※自社が保有している既存情報（財務経理、契約等）に基づいて、重要な製品・サービスを簡潔に 

把握することを推奨します。被害想定額まで算出する必要はありません。 

※なお、平時の重要な製品・サービスは、災害時にその復旧が優先されるとは必ずしも限らず、自社・ 

顧客の状況に応じた柔軟な対応が必要になります。 

 「４．２ 有事において優先すべき業務（重要業務）と目標時間」では、有事において優先すべき業務と

目標時間を記載します。 

- 重要業務と目標時間は、原則として脅威ごとに変わるものではありません。 

- 目標時間は、BCP を策定する各々の組織にて検討の上、その時間を設定します。 

 

新たに BCP を策定する企業 

- 自然災害や新型ウイルス感染症等の様々な脅威を網羅し記載するのが望ましいです。 

 

既に地震災害を中心とした BCP策定済の企業 

- 既に盛り込んでいる大規模地震や水害等の自然災害に、「新型ウイルス感染症」に係る文言

（例：救命活動、感染防御など）を追記します。 
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5． 事業継続戦略 

5.1 事業継続戦略とは 
 

事業継続戦略とは、有事発生時に事業継続のために活動を再開するための被害の状況に合わせた複数

の対応手段のことである。 

有事発生時の被害は甚大な被害から軽微な被害まで様々な状況が予想される。例えば、甚大な被害が発

生した場合には、単なる現状復帰だけでは再開までに多くに時間を要することとなるため、現状復帰の対応

手段のみではなく、代替手段（他の場所や他の手段で再開するなど）の検討も事前に行っておくことが必要

である。 

 

5.2 事業継続戦略 
 

有事発生時における状況に合わせた事業継続のための対応方法は以下のとおりとする。 

 

【記入例】 

事業継続戦略 戦略を発動する状況 

現状復旧戦略 
軽微な被害で早急に再開が可能な被害の場合には、発生した被害の修復を行

い早急に再開する。 

代替再開戦略 

甚大な被害(多くの建物や設備が損壊、社内で感染クラスターが発生し当面再

開が難しいなど)が発生した場合には、現状復旧までの間は、他拠点や他社に

代替を依頼し、事業を継続する。 

また、接触型のビジネスが実施出来ない場合には、オンラインやデリバリ形態

による非接触型の提供形態へと移行する。 

自社の代替再開戦略  

 

 
【作成のポイント】 

 「５．事業継続戦略」では、有事において自組織でとるべき戦略を記載します。 

- 事業継続戦略は、原則として脅威ごとに変わるものではありません。 

 

新たに BCP を策定する企業 

- 自然災害や新型ウイルス感染症等の様々な脅威を網羅するものとして記載するのが望ましいで

す。 

 

既に地震災害を中心とした BCP策定済の企業 

- 既に盛り込んでいる大規模地震や水害等の自然災害に、「新型ウイルス感染症」に係る文言

（例：社内で感染クラスターが発生し当面再開が難しい、オンラインやデリバリ形態による非接触型

の提供形態へと移行など）を追記します。 
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6． 有事における対応体制 

6.1 全社対策本部の設置基準 
 

① 自社における大規模地震や水害などの自然災害や新型ウイルス感染者の発生 

② その他有事発生時において災害対策本部長あるいは代行者が設置判断をした時 

 

 

6.2 全社対策本部体制図 

【記入例】 

役割名 役割内容 所属氏名 
連絡先電話番号 

（上段：平常時 下段：非常時） 

全社対策本部長 全社の有事対応活動全般に対する責任を持つ。 

事業継続方針を承認／決定する。 

  

 

副本部長 対策本部長を補佐し、本部長不在時には代行権限を持つ。   

 

事務局長 対策本部長を補佐し、対策本部の迅速かつ効率的な運営を

行う。 

  

 

情報連絡担当 情報の収集整理及び関係者間での情報共有を行う。   

 

安否確認担当 従業員の安否確認を行う。   

 

初期消火担当 初期消火活動を行う。 

新型ウイルス感染症発生時には消毒清掃活動を指揮する。 

  

 

避難誘導担当 避難誘導を行う。 

新型ウイルス感染症発生時には消毒清掃活動を指揮する。 

  

 

救護支援担当 怪我人や感染者発生時の救護活動及び従業員に対する支

援活動全般を行う。 

  

 

情報システム担当 情報システムの復旧再開と通信手段の確保と運用を行う。   

 

財務担当 財務面の影響把握と資金手当てを行う   

 

事業継続担当 発生した有事による事業継続への影響と事業継続方針の立

案及び再開に向けた進捗管理を行う。 

  

顧客対応担当 顧客連絡窓口及び復旧再開に向けた顧客との調整を行う。   

 

取引先担当 取引先被害情報の把握と支援活動を行う。   

 

 

 

【作成のポイント】 

 「６．有事における対応体制」では、有事における自組織の体制を記載します。 

- 対応体制は、原則として脅威ごとに変わるものではありません。 

 

新たに BCP を策定する企業 

- 自然災害や新型ウイルス感染症等に共通して対応する体制を構築するのが望ましいです。 

 

既に地震災害を中心とした BCP策定済の企業 

- 現状の対策本部体制を前提として、「新型ウイルス感染症」に係る事項（例：新型ウイルス感染症

発生時には消毒清掃活動を指揮など）を追記します。 
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7． 新型ウイルス感染症発生時の対応の基本方針 

7.1 新型ウイルス感染症対応において従業員・事業者に求められる取組み 
 

従業員は、各人が正しい知識を取得したうえで、感染防止の新たな生活様式を遵守する。 

事業者は、従業員の新たな生活様式を実施するための環境整備と、感染発生時においても従業員の安全

を確保しつつ事業を継続する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【作成のポイント】 

 「７．１ 新型ウイルス感染症対応において従業員・事業者に求められる取組み」では、上の図をもとに、

従業員・事業者において必要な取組を記載します。 

- 上の図は、新型ウイルス感染症対応において、従業員・事業者に求められる一般的な取組みを示し

ています。 

- 各組織において独自の取組みを追加する必要がある場合は、図に取組みを追記します。 

 

従

業

員

各

人

で

必

要

な

取

組 

み 

 新しい生活様式の遵守 

 各人が危機意識を持ち 

行動を変える 

(感染しない、させない) 

 ・・・ 

 正しい知識の取得 

 ウイルスの性質を知る 

 政府や自治体の指示を守る 

 不確かな情報を拡散しない 

 ・・・ 

事

業

者

に

お

い

て

必

要

な

取

組 

み 

 行動を支える環境整備 

 体調不良者を出社させない環境整備 

 手洗い環境・マスク準備・シフト制・在宅勤務

環境 

 密集・密閉・近距離会話を避ける環境 

 安全配慮義務・善管注意義務の遵守 

 ・・・ 

 ・・・ 

 戦略とルール 

 情報収集と対応方針 

 重要業務の絞り込み 

 行動フローとチェックリスト 

 就業規則整備 

 事実の記録と見直し 

 ・・・ 
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7.2 新型ウイルス感染症対応行動の流れ 
 

新型ウイルス感染症への対応行動は、感染しない／させないの各人の基本行動の徹底を前提に、感染拡

大のフェーズ毎（感染症発生前／海外感染発生期／国内感染発生期／国内感染拡大～蔓延期）に必要な

対応行動の内容を以下のとおり切り替える。 

 

 

 感染症発生前 海外感染発生期 国内感染発生期 国内感染拡大 

～蔓延期 

規制・要請 特になし 該当国への渡航自粛 国内移動一部自粛 

イベント自粛 

緊急事態宣言 

国内移動全面自粛 

学校休業 

飲食店等の時間短縮

や休業 

イベント休止 

対応基本方

針 

事前対策計画

（ＢＣＰ）の策定

と継続的改善実

施 

（マスクや消毒

液など必要な物

品の備蓄） 

海外渡航の自粛（水

際対策）と国内発生

時の準備対策の実施 

感染抑え込みへの

協力と事業継続戦

略の発動 

社内感染発生防止対

策の徹底と重要業務継

続体制への切り替え 
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8． 新型ウイルス感染症のフェーズ毎に必要な対応と事前対策 

 

8.1 新型ウイルス感染症発生前 
 

新型ウイルス感染症発生前の段階では、感染症への備えと、発生時に混乱を来たさぬように事前計画（ＢＣ

Ｐ）の策定と、従業員教育、衛生管理用品の備蓄などを実施する。 

【記入例】 

実施すべき項目 CHK 実施すべき対策 CHK 参照別紙 

人 感染症予防冊子の作成と配布

（日常生活で注意すべき事項、

社員に対する予防接種の推

奨、手洗い、咳エチケットの徹

底、こまめな換気、共有スペー

スの定期的な消毒等） 

□ 1-1 衛生管理者が中心となり、厚生労

働省や自治体ＨＰなどから情報入

手し必要事項（日常生活で注意す

べき事項、社員に対する予防接種

の推奨、手洗い、咳エチケットの徹

底、こまめな換気、共有スペース

の定期的な消毒等）をまとめた冊

子を作成・配布する。 

□  

海外での感染症発生時に備え

た海外駐在者の把握 

□ 1-2 海外支店等に駐在する従業員の

リスト化や、海外で感染症が発生

し一時引き上げを想定し、日本で

の居住地や家族の連絡先などの

確認しておく。 

□  

感染症予防対策に関する社内

講習会の開催 

□ 1-3 従業員へ感染症予防の正しい知

識を取得させるための講習会を定

期的に実施する。 

□  

社員感染が発生した場合に備

えた人材の代替性を高めるた

めの技能や知識の標準化／共

通化（多能工化）を推進する。 

□ 1-4 重要な業務に関わる要員を明らか

にし、代替要員の候補選定と事前

の教育を行う。 

□  

モノ 社内に感染者が発生した際に

優先する業務や、製造・販売を

続ける商品候補の選定 

□ 1-5 感染者発生などで業務縮小せざ

るを得ない場合でも継続すべき業

務や商品サービスを事前に洗い

出しておく。 

□  

マスクや消毒液等の一定量備

蓄 

□ 1-6 感染症予防のために必要なマスク

や手袋、消毒液などの衛生管理

用備品（３ヶ月分）を従業員数に合

わせて事前に購入／備蓄してお

く。 

□  

職場内換気環境の改善 □ 1-7 業務環境において換気環境の悪

い場所（会議室／喫煙所／休憩

所／食堂など）を明らかにし、環境

の改善策を講じておく。 

□  

サプライチェーンの検討 □ 1-8 海外での感染症発生時に輸出入

が停止し、部品の調達ができない

などのリスクを想定し、代替手法

□  
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（国内への生産拠点の移転や取

引先の見直しなど）を検討する。 

重要な取引先の確認 □ 1-9 依存度が高く業務停止時に自社

に多大な影響を与える取引先を絞

り込み、所在地及び緊急時の連絡

先を確認しておく。 

□  

カネ 感染症拡大時の売上大幅低下

などの事態に備えて内部留保

を厚くしておく。 

□ 1-10 常に最新の資金繰り状況を確認

し、売上が途絶えた場合にどの程

度事業存続が可能かをシミュレー

ションしたうえで、可能な範囲で内

部留保を積み増しておく。 

□  

感染症に対応した損害保険へ

の加入 

□ 1-11 現在の損害保険／経営者保険等

の加入状況を確認し、新型ウイル

ス感染症が保険対象か否かを確

認し、対象外であれば加入を検討

する。 

□  

国、自治体等による公的支援

策の調査 

 

□ 1-12 国や自治体による新型ウイルス感

染症発生時の企業への各種支援

策の内容を事前に調査確認してお

く。 

□  

有事の際の資金繰りに必要な

事前準備を進めておく。 

□ 1-13 金融機関や保証協会の緊急時貸

付の予約保証の内容を確認し、必

要に応じて緊急時貸付の予約をし

ておく。 

□  

経営管理書類の整備 □ 1-14 緊急時の財務状況の確認や各種

支援策を受けるために最新の財

務状況が確認できる経営管理書

類（決算書/納税関連書類など）を

整備しておく。 

□  

情報 IT/テレワーク環境への移行が

可能な業務の明確化 

□ 1-15 感染症蔓延時において非接触型

での業務形態が可能な範囲（オ

フィス業務やネット通販、宅配な

ど）及び方法について事前に検討

しておく。 

□  

IT/テレワーク環境での業務を

実施する場合に必要な情報シ

ステム環境の明確化 

□ 1-16 非接触型での業務や商品サービ

ス提供を実施する場合に必要な情

報システム環境を事前に検討して

おく。 

□  

新型ウイルス感染症発生時の

信頼できる情報源の事前確認 

□ 1-17 内閣府や厚生労働省、地方自治

体、公的機関などの情報源を事前

に確認しておく。 

□  

その他       

      

 

 

 

【作成のポイント】 

 「８．１ 新型ウイルス感染症発生前」では、新型ウイルス感染症発生前における実施項目と対策につ

いて記入例を参考に検討の上、自組織に該当する事項にチェックを入れます。 

-  実施すべき対策に関連する参照別紙がある場合には、文書名等を記します。 

- 記入例の中で自組織に該当しない項目は除外します。 
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8.2 新型ウイルス感染症海外発生期 

 

新型ウイルス感染症海外発生期では、政府による水際対策への協力と共に、国内感染拡大を前提とした事

前準備を開始する。 

【記入例】 

実施すべき項目 CHK 実施すべき対策 CHK 参照別紙 

人 海外出張及び海外からの人の

受け入れ制限 

□ 2-1 政府からの発信情報にもとづき、

海外への渡航と当該国からの人

の受け入れを原則として停止する

旨の通達を出す。 

□  

□ 2-2 感染発生国以外からの海外駐在

者の一時引き上げを政府からの

発信情報にもとづき検討する。 

□  

国内感染及び社内感染発生を

前提とした従業員への情報発

信と教育の実施 

□ 2-3 感染予防策の徹底に関する通達

の発信と感染予防に関する講習

会の実施 

□  

社内感染防止対策の検討 □ 2-4 従業員の毎日の体調管理及び出

社時の検温や３密回避行動など

の社内での感染を防ぐために必要

な対策を決めておく。 

□  

社内感染者発生時の行動フ

ローと役割分担の整理 

□ 2-5 社内にて感染者や濃厚接触者、

体調不良者が発生した場合の行

動フローと役割分担を整理する。 

□  

社員感染が発生した場合に備

えた重要人材の代替性の確認 

□ 2-6 重要な業務に関わる要員の代替

性を確認し、必要な事前対策（教

育やマニュアル化）を行う。 

□  

特殊な勤務形態や休業時の就

業規則の検討 

□ 2-7 在宅勤務時や濃厚接触者としての

自宅待機、政府や自治体の要請

にもとづく休業時の就業規則及び

賃金支払いに関する基本ルール

の検討を行う。 

□  

モノ 社内に感染者が発生した際に

優先する業務や、製造・販売を

続ける商品候補を確認する。 

□ 2-8 感染者発生などで業務縮小せざ

るを得ない場合でも継続すべき業

務や商品サービスを確認する。 

□  

マスクや消毒液等の備蓄状況

の確認 

□ 2-9 感染症予防のために必要なマスク

や手袋、消毒液などの衛生管理

用備品（３ヶ月分）の備蓄（数量及

び消費期限）を確認し、不足があ

れば追加する。 

□  

□ 2-10 消毒液や体温計、手袋などの備

品の配布先及び設置場所をあら

かじめ決めておく。 

□  

職場内の感染危険箇所の確認

と対策の検討 

□ 2-11 業務環境において感染が発生し

易い場所（店舗やオフィス／会議

室／喫煙所／休憩所／食堂など

の３密が発生しやすい場所やタイ

□  
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ミング））を明らかにしておく。 

□ 2-12 ３密回避のために有効と思われる

対策（定期的な換気、ソーシャル

ディスタンスの確保や間仕切りの

設置、利用制限や中止など）を検

討しておく。 

□  

重要な取引先の確認 □ 2-13 依存度が高く業務停止時に自社

に多大な影響を与える取引先へ

の影響の有無を確認する。 

□  

カネ 現在の最新の財務状況を確認

しておく。 

□ 2-14 最新の資金繰り状況を確認し、売

上が途絶えた場合にどの程度事

業存続が可能かをシミュレーショ

ンしたうえで、可能な範囲で内部

留保を積み増しておく。 

□  

感染症に対応した損害保険へ

の加入 

□ 2-15 最新の損害保険／経営者保険等

の加入状況を確認し、拡大の可能

性が高い新型ウイルス感染症が

保険対象か否かを確認し、対象外

であれば加入を検討する。 

□  

国、自治体等による公的支援

策の調査と応募準備 

 

□ 2-16 国や自治体による新型ウイルス感

染症発生時の企業への各種支援

策の内容を事前に調査確認し、申

請に必要な準備を進めておく。 

□  

有事の際の資金繰りに必要な

事前準備を進めておく。 

□ 2-17 金融機関や保証協会の緊急時貸

付の予約保証の内容を確認し、必

要に応じて緊急時貸付の予約をし

ておく。 

□  

経営管理書類の整備 □ 2-18 緊急時の財務状況の確認や各種

支援策を受けるために最新の財

務状況が確認できる経営管理書

類（決算書/納税関連書類など）を

整備しておく。 

□  

情報 IT/テレワーク環境への移行が

可能な業務の明確化 

□ 2-19 感染症蔓延時において非接触型

での業務形態が可能な範囲（オ

フィス業務やネット通販、宅配等）

及び方法について明確化してお

く。 

□  

IT/テレワーク環境での業務を

実施する場合に必要な情報シ

ステム環境の準備 

□ 2-20 非接触型での業務や商品サービ

ス提供を実施する場合に必要な情

報システム環境を準備する。 

□  

新型ウイルス感染症発生時の

信頼できる情報源からの情報

入手と社内発信 

□ 2-21 内閣府や厚生労働省、地方自治

体等の情報源から最新の情報を

入手し社内へ発信する。 

□  

その他       

      

 

【作成のポイント】 

 「８．２ 新型ウイルス感染症海外発生期」では、新型ウイルス感染症海外発生期における実施項

目と対策について記入例を参考に検討の上、自組織に該当する事項にチェックを入れます。 

-  実施すべき対策に関連する参照別紙がある場合には、文書名等を記します。 

- 記入例の中で自組織に該当しない項目は除外します。 
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8.3 新型ウイルス感染症国内発生期 

 

新型ウイルス感染症国内発生期では、政府や自治体による地域毎の感染拡大策への協力と共に、社内感染

防止のための対策及び社内感染者及び疑い者発生時の対応を準備する。 

【記入例】 

実施すべき項目 CHK 実施すべき対策 CHK 参照別紙 

人 国内出張及び感染地域との人

的移動の制限 

□ 3-1 政府からの発信情報にもとづき、

感染拡大地域をまたぐ国内移動を

停止する旨の通達を出す。 

□  

日常生活における感染予防行

動の徹底指示 

□ 3-2 政府や自治体方針にもとづく従業

員の日常生活における予防行動

（３密回避、会食や旅行の自粛、マ

スク着用など）の徹底を心がける

旨の通達を出す。 

□  

社内感染防止対策の徹底 □ 3-3 従業員の毎日の出社前の体調確

認（検温及び体調不良確認）と報

告を義務付ける。（発熱や体調不

良時は自宅待機） 

□  

□ 3-4 施設への入場時の体調確認（検

温及び体調不良確認）を行う。（発

熱や体調不良時は自宅待機） 

□  

社内感染者発生時の行動フ

ローと役割分担の確認 

□ 3-5 あらかじめ定めた社内感染者や濃

厚接触者、体調不良者が発生した

場合の対応行動フローを確認し必

要に応じて見直す。 

□  

可能な範囲でリモートワーク形

態へ移行する。 

□ 3-6 あらかじめ定めた対象範囲に対し

て、リモートワークへの移行を指示

する。 

□  

社員感染が発生した場合に備

えた重要人材の代替要員との

シフト勤務の開始 

□ 3-7 重要な業務に関わる要員の代替

要員と重ならないシフト制の導入

により、重要要員の欠落を防ぐ措

置を講じる。 

□  

モノ 感染拡大の状況をふまえ、優

先する業務や、製造・販売を続

ける商品候補への絞り込みへ

の移行の検討を開始する。 

□ 3-8 社内での感染者発生などの大幅

な事業縮小や休止時に絞り込む

業務や商品サービスを再確認し、

必要により迅速に切り替え可能と

なる準備を行う。 

□  

マスクや消毒液等の感染防止

備品の配布開始 

□ 3-9 感染症予防のために必要なマスク

や手袋、消毒液などの衛生管理

用備品（３ヶ月分）をあらかじめ決

めた要領により配布及び配置す

る。 

□  

職場内の感染危険箇所への３

密防止対策の実施 

□ 3-10 業種別ガイドラインなどに沿って、

感染が発生し易い場所（店舗やオ

フィス／会議室／喫煙所／休憩所

／食堂などの３密が発生しやすい

□  
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場所やタイミング）での換気及び環

境改善（ソーシャルディスタンスの

確保や間仕切りの設置、利用制限

や中止など）を行う。 

重要な取引先の確認 □ 3-11 依存度が高く業務停止時に自社

に多大な影響を与える取引先へ

の影響の有無を確認し、影響があ

る場合には代替先を探す。 

□  

カネ 最新の資金繰りの確認と休業

時の影響を確認し、対応方法

を検討する。 

□ 3-12 最新の資金繰り状況を確認し、売

上が途絶えた場合にどの程度事

業存続が可能かをシミュレーショ

ンする。 

□  

□ 3-13 国や自治体による新型ウイルス感

染症発生時の企業への各種支援

策の内容を確認し、必要により申

請を行う。 

□  

□ 3-14 金融機関や保証協会の緊急時貸

付の予約保証に基づき緊急時貸

付を要請する。 

□  

情報 IT/テレワーク環境への移行が

可能な業務の移行開始 

□ 3-15 感染症蔓延時において非接触型

での業務形態が可能な業務への

移行を行う。（オフィス業務やネット

通販、宅配など） 

□  

IT/テレワーク環境での業務を

実施する場合に必要な情報シ

ステム環境の構築 

□ 3-16 非接触型での業務や商品サービ

ス提供を実施する場合に必要な情

報システム環境を利用可能な状態

にする。 

□  

在宅リモートワーク時のセキュ

リティ強化 

□ 3-17 在宅リモートワーク時の情報セキ

リティ対策内容を検討し、セキュリ

ティ強化のための基準を策定す

る。 

□  

新型ウイルス感染症発生時の

信頼できる情報源からの情報

入手と社内発信 

□ 3-18 内閣府や厚生労働省、地方自治

体、公的機関などの情報源から最

新の情報を入手し社内へ発信す

る。 

□  

その他       

      

 

【作成のポイント】 

 「８．３ 新型ウイルス感染症国内発生期」では、新型ウイルス感染症国内発生期における実施項

目と対策について記入例を参考に検討の上、自組織に該当する事項にチェックを入れます。 

-  実施すべき対策に関連する参照別紙がある場合には、文書名等を記します。 

- 記入例の中で自組織に該当しない項目は除外します。 
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8.4 新型ウイルス感染症国内感染拡大～蔓延期 

 

新型ウイルス感染症国内感染拡大～蔓延期では、政府や自治体からの緊急事態宣言の発出など、大幅な

行動自粛や制限が課されることが想定され、政府や自治体からの指示に従い活動の自粛を実施しつつ、感

染収束に向けた業務再開の準備を進める。 

【記入例】 

実施すべき項目 CHK 実施すべき対策 CHK 参照別紙 

人 国内出張及び感染地域との人

的移動の制限 

□ 4-1 政府からの発信情報にもとづき、

感染拡大地域をまたぐ国内移動を

停止する旨の通達を出す。 

□  

日常生活における感染予防行

動の徹底指示 

□ 4-2 政府や自治体方針にもとづく従業

員の日常生活における予防行動

（３密回避、会食や旅行の自粛、マ

スク着用など）の徹底を心がける

旨の通達を出す。 

□  

社内感染防止対策の徹底 □ 4-3 従業員の毎日の出社前の体調確

認（検温及び体調不良確認）と報

告を義務付ける。（発熱や体調不

良時は自宅待機） 

□  

□ 4-4 施設への入場時の体調確認（検

温及び体調不良確認）を行う。（発

熱や体調不良時は自宅待機） 

□  

社内感染者発生時の行動フ

ローと役割分担を確認する。 

□ 4-5 あらかじめ定めた社内感染者や濃

厚接触者、体調不良者が発生した

場合の対応行動フローを確認し必

要に応じて見直す。 

□  

可能な範囲でリモートワーク形

態へ移行する。 

□ 4-6 あらかじめ定めた対象範囲に対し

て、リモートワークへの移行を指示

する。 

□  

社員感染が発生した場合に備

えた重要人材の代替要員との

シフト勤務の継続 

□ 4-7 重要な業務に関わる要員の代替

要員と重ならないシフト制の導入

により、重要要員の欠落を防ぐ措

置を講じる。 

□  

感染収束に向けた段階的な業

務再開方法の検討 

□ 4-8 感染症の完全終息までの間は継

続するリモートワーク業務と、一時

的に収束が見られた場合に再開

する業務を整理する。 

□  

モノ 感染拡大の状況をふまえ、優

先する業務や、製造・販売を続

ける商品候補への絞り込みを

行う。 

□ 4-9 感染状況に合わせた重要な業務

や商品サービスへの絞り込みを実

施する。 

□  

マスクや消毒液等の感染防止

備品の配布継続 

□ 4-10 感染症予防のために必要なマスク

や手袋、消毒液などの衛生管理

用備品（３ヶ月分）をあらかじめ決

めた要領により配布及び配置す

□  
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る。 

職場内の感染危険箇所への３

密防止対策の継続 

□ 4-11 業種別ガイドラインなどに沿って、

感染が発生し易い場所（店舗やオ

フィス／会議室／喫煙所／休憩所

／食堂などの３密が発生しやすい

場所やタイミング）での換気及び環

境改善（ソーシャルディスタンスの

確保や間仕切りの設置、利用制限

や中止など）の徹底を行う。 

□  

重要な取引先の確認 □ 4-12 依存度が高く業務停止時に自社

に多大な影響を与える取引先へ

の影響の有無を確認し、影響があ

る場合には代替先を探す。 

□  

感染収束に向けた段階的な対

策レベル変更の検討 

□ 4-13 業務効率を著しく阻害する対策の

中で、感染症の一時収束時に緩

和出来る対策内容を検討してお

く。 

□  

カネ 最新の資金繰りの確認と休業

時の影響を確認し、対応方法

を検討する。 

□ 4-14 最新の資金繰り状況を確認し、売

上が途絶えた場合にどの程度事

業存続が可能かをシミュレーショ

ンする。 

□  

□ 4-15 国や自治体による新型ウイルス感

染症発生時の企業への各種支援

策の内容を確認し、必要により申

請を行う。 

□  

□ 4-16 金融機関や保証協会の緊急時貸

付の予約保証に基づき緊急時貸

付を要請する。 

□  

□ 4-17 収束後の復旧に向けた必要資金

を検討し、資金調達を開始する。 

□  

情報 IT/テレワーク環境への移行が

可能な業務の移行開始 

□ 4-18 感染症蔓延時において非接触型

での業務形態が可能な業務への

移行を行う。（オフィス業務やネット

通販、宅配など） 

□  

IT/テレワーク環境での業務を

実施する場合に必要な情報シ

ステム環境の構築 

□ 4-19 非接触型での業務や商品サービ

ス提供を実施する場合に必要な情

報システム環境を利用可能な状態

にする。 

□  

在宅リモートワークやオンライ

ンでの業務提供時のセキュリ

ティ監視 

□ 4-20 在宅リモートワークやオンラインで

のサービス提供時の情報セキリ

ティ対策内容を確認する。 

□  

感染収束に向けた情報システ

ムの在り方の検討 

□ 4-21 感染収束時にリモートワークやオ

ンラインでのサービス提供を元の

形態に戻す場合に必要な段取り

の検討を行う。 

□  

□ 4-22 感染収束後にもビジネスの効率化 □  
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や競争力拡大のために継続する

製品やサービスの提供形態を検

討する。 

新型ウイルス感染症発生時の

信頼できる情報源からの情報

入手と社内発信 

□ 4-23 内閣府や厚生労働省、地方自治

体、公的機関などの情報源から最

新の情報を入手し社内へ発信す

る。 

□  

その他 社内感染が発生した際の報道

対応の検討 

□ 4-24 社内感染が発生した際に報道へ

の適切な対応をするため、対応窓

口を一本化することを従業員に徹

底する。 

□  

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【作成のポイント】 

 「８．４ 新型ウイルス感染症国内感染拡大～蔓延期」では、新型ウイルス感染症国内感染拡大

～蔓延期における実施項目と対策について記入例を参考に検討の上、自組織に該当する事項に

チェックを入れます。 

-  実施すべき対策に関連する参照別紙がある場合には、文書名等を記します。 

- 記入例の中で自組織に該当しない項目は除外します。 

 

【補足・社内（施設内）で感染が発生した際の対応】 

施設利用者に新型コロナウイルス感染症の疑いがある場合や、感染した方が施設を利用していたことが判

明した場合、経営者を中心に迅速な対応が求められます。以下に主な対応を記載します。 

（発生時） 

・ 勤務中の従業員や来客等から体調不良の申し出があり、新型ウイルス感染症が疑われる症状がある

場合は、対象者に「帰国者・接触者相談センター」に連絡するよう伝えるか、対象者に「くわしい症状」

や「いつ頃から」を確認し、対象者の同意を得たうえで速やかに「帰国者・接触者相談センター」へ連

絡し、指示を受けてください。 

※対象者に体調を確認する際には、マスクを着用したうえで一定の距離をあけるなどの対応を心が

けてください。 

 

（待機） 

・ 「帰国者・接触者相談センター」の指示があるまでは、対象者は自宅待機や、症状により医療機関で

待機等をすることとなります。（検査の必要性や対象者の移動手段などは、「帰国者・接触者相談セ

ンター」の指示に従ってください。） 

 

（施設の消毒） 

・ マスク及び使い捨て手袋を着用し、施設内で対象者が使用した区域で手指が頻繁に接触する箇所

を次亜塩素酸ナトリウム又は消毒用アルコールで拭いて消毒を行ってください。 

※検査の結果、陽性が判明した場合には、消毒について保健所等の指導があります。 

 

（従業員等の安全確認） 

・ 対象者と接触した従業員等を特定し、健康状態を確認し、症状がある場合は「帰国者・接触者相

談センター」に連絡してください。 
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8.5 新型ウイルス感染症の事前対策実施と課題管理 

 

フェーズ毎に必要な実施項目と実現するための事前対策について、フェーズ及び項目毎に誰が・いつまでに実

施するかを以下の課題管理表により管理する。 

※課題管理表はあらたな対策項目が明確化された場合や、実施すべき対策が完了した場合には、適宜修正し常に

最新の対策実施状況が管理できる状態とする。 

 

8.5.1 新型ウイルス感染症発生前 

 【記入例】 

実施すべき対策 
担当者 

所属・氏名 
完了予定 完了 

1-1 衛生管理者が中心となり、厚生労働省や自治体ＨＰなどから情報

入手し必要事項（日常生活で注意すべき事項、社員に対する予防

接種の推奨、手洗い、咳エチケットの徹底、こまめな換気、共有ス

ペースの定期的な消毒等）をまとめた冊子を作成・配布する。 

   

1-2 海外支店等に駐在する従業員のリスト化や、海外で感染症が発生

し一時引き上げを想定し、日本での居住地や家族の連絡先などの

確認しておく。 

   

1-3 従業員へ感染症予防の正しい知識を取得させるための講習会を定

期的に実施する。 

   

1-4 重要な業務に関わる要員を明らかにし、代替要員の候補選定と事

前の教育を行う。 

   

1-5 感染者発生などで業務縮小せざるを得ない場合でも継続すべき業

務や商品サービスを事前に洗い出しておく。 

   

1-6 感染症予防のために必要なマスクや手袋、消毒液等の衛生管理用

備品（３ヶ月分）を従業員数に合わせ事前に購入／備蓄しておく。 

   

1-7 業務環境において換気環境の悪い場所（会議室／喫煙所／休憩

所／食堂など）を明らかにし、環境の改善策を講じておく。 

   

1-8 海外での感染症発生時に輸出入が停止し、部品の調達ができない

などのリスクを想定し、代替手法（国内への生産拠点の移転や取引

先の見直しなど）を検討する。 

   

1-9 依存度が高く業務停止時に自社に多大な影響を与える取引先を絞

り込み、所在地及び緊急時の連絡先を確認しておく。 

   

1-10 常に最新の資金繰り状況を確認し、売上が途絶えた場合にどの程

度事業存続が可能かをシミュレーションしたうえで、可能な範囲で

内部留保を積み増しておく。 

   

1-11 損害保険／経営者保険等の加入状況を確認し新型ウイルス感染

症が保険対象か否かを確認し、対象外であれば加入を検討する。 

   

1-12 国や自治体による新型ウイルス感染症発生時の企業への各種支

援策の内容を事前に調査確認しておく。 

   

1-13 金融機関や保証協会の緊急時貸付の予約保証の内容を確認し、

必要に応じて緊急時貸付の予約をしておく。 

   

1-14 緊急時の財務状況の確認や各種支援策を受けるために最新の財

務状況が確認できる経営管理書類（決算書/納税関連書類など）を

整備しておく。 

   

1-15 感染症蔓延時に非接触型での業務形態が可能な範囲（オフィス業    
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務やネット通販、宅配など）及び方法について事前に検討しておく。 

1-16 非接触型での業務や商品サービス提供を実施する場合に必要な

情報システム環境を事前に検討しておく。 

   

1-17 内閣府や厚生労働省、地方自治体、公的機関などの情報源を事前

に確認しておく。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【作成のポイント】 

 「８．５．１ 新型ウイルス感染症発生前」では、「８．１」新型ウイルス感染症発生前で自組織に該当す

る事項としてチェックした対策について担当者を割り振り、完了予定を記載します。 
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8.5.2 新型ウイルス感染症海外発生期 

 

【記入例】 

実施すべき対策 
担当者 

所属・氏名 
完了予定 完了 

2-1 政府からの発信情報にもとづき、海外への渡航と当該国からの人

の受け入れを原則として停止する旨の通達を出す。 

   

2-2 感染発生国以外からの海外駐在者の一時引き上げを政府からの

発信情報にもとづき検討する。 

   

2-3 感染予防策の徹底に関する通達の発信と感染予防に関する講習

会の実施 

   

2-4 従業員の毎日の体調管理及び出社時の検温や３密回避行動など

の社内での感染を防ぐために必要な対策を決めておく。 

   

2-5 社内にて感染者や濃厚接触者、体調不良者が発生した場合の行

動フローと役割分担を整理する。 

   

2-6 重要な業務に関わる要員の代替性を確認し、必要な事前対策（教

育やマニュアル化）を行う。 

   

2-7 在宅勤務時や濃厚接触者としての自宅待機、政府や自治体の要

請にもとづく休業時の就業規則及び賃金支払いに関する基本ルー

ルの検討を行う。 

   

2-8 感染者発生などで業務縮小せざるを得ない場合でも継続すべき業

務や商品サービスを確認する。 

   

2-9 感染症予防のために必要なマスクや手袋、消毒液などの衛生管理

用備品（３ヶ月分）の備蓄（数量及び消費期限）を確認し、不足があ

れば追加する。 

   

2-10 消毒液や体温計、手袋などの備品の配布先及び設置場所をあらか

じめ決めておく。 

   

2-11 業務環境において感染が発生し易い場所（店舗やオフィス／会議

室／喫煙所／休憩所／食堂などの３密が発生しやすい場所やタイ

ミング））を明らかにしておく。 

   

2-12 ３密回避のために有効と思われる対策（定期的な換気、ソーシャル

ディスタンスの確保や間仕切りの設置、利用制限や中止など）を検

討しておく。 

   

2-13 依存度が高く業務停止時に自社に多大な影響を与える取引先への

影響の有無を確認する。 

   

2-14 最新の資金繰り状況を確認し、売上が途絶えた場合にどの程度事

業存続が可能かをシミュレーションしたうえで、可能な範囲で内部

留保を積み増しておく。 

   

2-15 最新の損害保険／経営者保険等の加入状況を確認し、拡大の可

能性が高い新型ウイルス感染症が保険対象か否かを確認し、対象

外であれば加入を検討する。 

   

2-16 国や自治体による新型ウイルス感染症発生時の企業への各種支

援策の内容を事前に調査確認し、申請に必要な準備を進めておく。 

   

2-17 金融機関や保証協会の緊急時貸付の予約保証の内容を確認し、

必要に応じて緊急時貸付の予約をしておく。 
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2-18 緊急時の財務状況の確認や各種支援策を受けるために最新の財

務状況が確認できる経営管理書類（決算書/納税関連書類など）を

整備しておく。 

   

2-19 感染症蔓延時において非接触型での業務形態が可能な範囲（オ

フィス業務やネット通販、宅配など）及び方法について明確化してお

く。 

   

2-20 非接触型での業務や商品サービス提供を実施する場合に必要な

情報システム環境を準備する。 

   

2-21 内閣府や厚生労働省、地方自治体、公的機関などの情報源から最

新の情報を入手し社内へ発信する。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【作成のポイント】 

 「８．５．２ 新型ウイルス感染症海外発生期」では、「８．２」新型ウイルス感染症海外発生期で自組織

に該当する事項としてチェックした対策について担当者を割り振り、完了予定を記載します。 
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8.5.3 新型ウイルス感染症国内発生期 

 

【記入例】 

実施すべき対策 
担当者 

所属・氏名 
完了予定 完了 

3-1 政府からの発信情報にもとづき、感染拡大地域をまたぐ国内移動

を停止する旨の通達を出す。 

   

3-2 政府や自治体方針にもとづく従業員の日常生活における予防行動

（３密回避、会食や旅行の自粛、マスク着用など）の徹底を心がけ

る旨の通達を出す。 

   

3-3 従業員の毎日の出社前の体調確認（検温及び体調不良確認）と報

告を義務付ける。（発熱や体調不良時は自宅待機） 

   

3-4 施設への入場時の体調確認（検温及び体調不良確認）を行う。（発

熱や体調不良時は自宅待機） 

   

3-5 あらかじめ定めた社内感染者や濃厚接触者、体調不良者が発生し

た場合の対応行動フローを確認し必要に応じて見直す。 

   

3-6 あらかじめ定めた対象範囲に対して、リモートワークへの移行を指

示する。 

   

3-7 重要な業務に関わる要員の代替要員と重ならないシフト制の導入

により、重要要員の欠落を防ぐ措置を講じる。 

   

3-8 社内での感染者発生などの大幅な事業縮小や休止時に絞り込む

業務や商品サービスを再確認し、必要により迅速に切り替え可能と

なる準備を行う。 

   

3-9 感染症予防のために必要なマスクや手袋、消毒液等の衛生管理用

備品（３ヶ月分）をあらかじめ決めた要領により配布及び配置する。 

   

3-10 業種別ガイドラインなどに沿って、感染が発生し易い場所（店舗や

オフィス／会議室／喫煙所／休憩所／食堂などの３密が発生しや

すい場所やタイミング）での換気及び環境改善（ソーシャルディスタ

ンスの確保や間仕切りの設置、利用制限や中止など）を行う。 

   

3-11 依存度が高く業務停止時に自社に多大な影響を与える取引先への

影響の有無を確認し、影響がある場合には代替先を探す。 

   

3-12 最新の資金繰り状況を確認し、売上が途絶えた場合にどの程度事

業存続が可能かをシミュレーションする。 

   

3-13 国や自治体による新型ウイルス感染症発生時の企業への各種支

援策の内容を確認し、必要により申請を行う。 

   

3-14 金融機関や保証協会の緊急時貸付の予約保証に基づき緊急時貸

付を要請する。 

   

3-15 感染症蔓延時において非接触型での業務形態が可能な業務への

移行を行う。（オフィス業務やネット通販、宅配など） 

   

3-16 非接触型での業務や商品サービス提供を実施する場合に必要な

情報システム環境を利用可能な状態にする。 

   

3-17 在宅リモートワーク時の情報セキリティ対策内容を検討し、セキュリ

ティ強化のための基準を策定する。 

   

3-18 内閣府や厚生労働省、地方自治体、公的機関などの情報源から最

新の情報を入手し社内へ発信する。 

   

【作成のポイント】 

 「８．５．３ 新型ウイルス感染症国内発生期」では、「８．３」新型ウイルス感染症国内発生期で自組織

に該当する事項としてチェックした対策について担当者を割り振り、完了予定を記載します。 
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8.5.4 新型ウイルス感染症国内感染拡大～蔓延期 

 

【記入例】 

実施すべき対策 
担当者 

所属・氏名 
完了予定 完了 

4-1 政府からの発信情報にもとづき、感染拡大地域をまたぐ国内移動

を停止する旨の通達を出す。 

   

4-2 政府や自治体方針にもとづく従業員の日常生活における予防行動

（３密回避、会食や旅行の自粛、マスク着用など）の徹底を心がけ

る旨の通達を出す。 

   

4-3 従業員の毎日の出社前の体調確認（検温及び体調不良確認）と報

告を義務付ける。（発熱や体調不良時は自宅待機） 

   

4-4 施設への入場時の体調確認（検温及び体調不良確認）を行う。（発

熱や体調不良時は自宅待機） 

   

4-5 あらかじめ定めた社内感染者や濃厚接触者、体調不良者が発生し

た場合の対応行動フローを確認し必要に応じて見直す。 

   

4-6 あらかじめ定めた対象範囲に対して、リモートワークへの移行を指

示する。 

   

4-7 重要な業務に関わる要員の代替要員と重ならないシフト制の導入

により、重要要員の欠落を防ぐ措置を講じる。 

   

4-8 感染症の完全終息までの間は継続するリモートワーク業務と、一時

的に収束が見られた場合に再開する業務を整理する。 

   

4-9 感染状況に合わせた重要な業務や商品サービスへの絞り込みを

実施する。 

   

4-10 感染症予防のために必要なマスクや手袋、消毒液などの衛生管理

用備品（３ヶ月分）をあらかじめ決めた要領により配布及び配置す

る。 

   

4-11 業種別ガイドラインなどに沿って、感染が発生し易い場所（店舗や

オフィス／会議室／喫煙所／休憩所／食堂などの３密が発生しや

すい場所やタイミング）での換気及び環境改善（ソーシャルディスタ

ンスの確保や間仕切りの設置、利用制限や中止など）の徹底を行

う。 

   

4-12 依存度が高く業務停止時に自社に多大な影響を与える取引先への

影響の有無を確認し、影響がある場合には代替先を探す。 

   

4-13 業務効率を著しく阻害する対策の中で、感染症の一時収束時に緩

和出来る対策内容を検討しておく。 

   

4-14 最新の資金繰り状況を確認し、売上が途絶えた場合にどの程度事

業存続が可能かをシミュレーションする。 

   

4-15 国や自治体による新型ウイルス感染症発生時の企業への各種支

援策の内容を確認し、必要により申請を行う。 

   

4-16 金融機関や保証協会の緊急時貸付の予約保証に基づき緊急時貸

付を要請する。 

   

4-17 収束後の復旧に向けた必要資金を検討し、資金調達を開始する。    

4-18 感染症蔓延時において非接触型での業務形態が可能な業務への

移行を行う。（オフィス業務やネット通販、宅配など） 
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4-19 非接触型での業務や商品サービス提供を実施する場合に必要な

情報システム環境を利用可能な状態にする。 

   

4-20 在宅リモートワークやオンラインでのサービス提供時の情報セキリ

ティ対策内容を確認する。 

   

4-21 感染収束時にリモートワークやオンラインでのサービス提供を元の

形態に戻す場合に必要な段取りの検討を行う。 

   

4-22 感染収束後にもビジネスの効率化や競争力拡大のために継続する

製品やサービスの提供形態を検討する。 

   

4-23 内閣府や厚生労働省、地方自治体、公的機関などの情報源から最

新の情報を入手し社内へ発信する。 

   

4-24 社内感染が発生した際に報道への適切な対応をするため、対応窓

口を一本化することを従業員に徹底する。 

   

 

 

【作成のポイント】 

 「８．５．４ 新型ウイルス感染症国内感染拡大～蔓延期」では、「８．４」新型ウイルス感染症国内感

染拡大～蔓延期で自組織に該当する事項としてチェックした対策について担当者を割り振り、完了予

定を記載します。 
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9． 事業継続計画の運用管理 

 

9.1 対策の実施と課題管理 

フェーズ毎に必要な実施項目と実現するための事前対策について、フェーズ及び項目毎に誰が・いつまでに実

施するかを８章の事前対策実施と課題管理にもとづき管理する。対策の進捗状況は、あらたな対策項目が明

確化された場合や、実施すべき対策が完了した場合には、適宜修正し常に最新の対策実施状況が管理できる

状態とする。 

 

9.2 教育・訓練 

 

9.2.1 教育・訓練の目的 

教育・訓練は、事業継続性強化の重要性の周知、不測の事態発生時における緊急時対応およびＢＣＰを確

実に行うことを目的として実施する。 

 

9.2.2 部門における教育・訓練 

事務局は全社員に対する教育・訓練の計画を定め、定期的に教育・訓練を実施する。 

 

（１） 教育 

実施項目（開催元） 実施内容 実施単位 教育対象者 実施時期 

全社員に対する 

説明会の実施 

（ＢＣＭ事務局） 

・ＢＣＰおよびＢＣＭに対する周

知と理解 

・各人の役割と行動 

全社 ・全社員 策定・ 

見直し時 

 

（２） 訓練 

実施項目（開催元） 実施内容 実施単位 訓練対象者 実施頻度 

災害対応模擬訓練 

（ＢＣＭ事務局） 

自社の緊急時の状況シナリオを

想定した、緊急事態の実体験型

訓練の実施 

策定単位

毎 

・ＢＣＭ事務局 

・部門責任者 

年１回 

ＢＣＰに基づく訓練 

（ＢＣＭ事務局） 

ＢＣＰに基づく行動手順、他部

門・他社との連携方法等の確認 

部門全体 ・部門責任者 

・部門副責任者 

・部門責任者より 

選出されたもの 

年１回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【作成のポイント】 

 「９．２．２ 部門における教育・訓練」では、各組織において教育・訓練の実施時期・頻度を定めます。 
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9.3 報告・是正 

9.3.1 報告・是正の目的 

報告・是正は、経営の視点からＢＣＭの取り組みを検証するために実施する。 

 

9.3.2 経営会議への報告 

ＢＣＭ責任者は、経営会議においてＢＣＭ推進状況について報告を実施する。 

 

9.3.3 報告の内容 

 

報告責任者 ＢＣＭ責任者 

報告内容 

・各部門におけるＢＣＭ運用状況の点検・評価結果 

・経営判断が必要な課題と改善提案 

・前回までの報告における指摘事項の是正状況 

報告結果の 

フォロー 

・ＢＣＭ事務局は報告での指摘事項に基づく対策を検討し、各部門に指示する 

・各部門は対策を実施し、ＢＣＰおよびＢＣＭに反映する 

実施頻度 
・１回／年（予算策定時） 

・ＢＣＰの臨時見直しがされた場合は臨時の報告を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 31 

 

10． 本書の管理 

 

10.1 本書の管理者 
 

本書の管理者は、ＢＣＭ事務局長とする。 

 

10.2 本書の改版および廃止 
 

本書の改版および廃止は、ＢＣＭ責任者が決裁する。 

 

＜本書の改版＞ 

管理者 ＢＣＭ事務局長 

承認者 ＢＣＭ責任者 

改版の契機 ・組織体制や事業内容等に大きな変更があった場合 

・文書記載事項（体制、行動手順、対策本部の設置場所等）に変更

があった場合 

・定期的な見直し（年に１回） 

・災害の経験後 
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【ＢＣＰを策定する際に参考となるサイトなどのご紹介】 

 

＜業種別のガイドライン＞ 

 「コロナ社会を生き抜く行動指針」 

・ 岐阜県では、新型コロナウイルスの感染防止対策の徹底のため、「コロナ社会を生き抜く行動

指針」を作成しています。 

・ 特に、業種別（飲食店、小売業、観光業、遊技施設等、スポーツジム、マッサージ、理美容

業、カラオケ教室、マージャン店等）における個別の感染防止対策について具体的に記載して

いるため、該当業種の方がＢＣＰを策定する際には参考としてご覧ください。 

（https://www.pref.gifu.lg.jp/kinkyu-juyo-joho/corona-jigyousaikai.html） 

 

 「新型コロナウイルス感染症対応マニュアル（宿泊施設用）」 

・ 旅館、ホテルなどの宿泊事業者向けに新型コロナウイルス感染症の基本的な対応マニュアルを

策定しています。 

（https://www.pref.gifu.lg.jp/sangyo/kanko/kanko-shinko/s11334/kansensyomanual.h

tml） 

 

 業種別ガイドライン 

・ 国（内閣官房）においても業種別のガイドラインを公表しています。 

（https://corona.go.jp/） 

 

＜岐阜県感染警戒ＱＲシステム＞ 

 不特定多数の方が利用する岐阜県内（岐阜市を除く）の店舗、集客施設、イベントなどで感染

者が発生した場合、同じ日に訪れていた方にメールを送信し、必要な対応を促すことにより、感

染拡大を防止するシステムです。 

店舗や集客施設の事業者の皆さまは、導入をお願いします。 

（https://www.pref.gifu.lg.jp/kinkyu-juyo-joho/qr_keikai.html） 

 

＜新型コロナウイルス感染症対策に関する主な相談窓口＞ 

 全般に関してどこに相談して良いかわからない場合 

【県民総合相談窓口】 058-272-8198 

 

 新型コロナウイルス感染症が疑われる症状がある場合 

・ 外出を避け、まずは、かかりつけ医等の身近な医療機関に、電話相談してください。 

・ かかりつけ医を持たない場合や、相談先に迷う場合等は、保健所に設置されている「受診・相

談センター」に相談してください。 

・ 相談先の案内（自院への受診案内、他の医療機関を紹介等）に従って受診してください。 

【受診・相談センター】 

※２４時間（ただし、平日９時～１７時以外は電話呼び出し対応） 

・岐阜保健所 058-380-3004          ・西濃保健所 0584-73-1111（内線 273） 

・関保健所 0575-33-4011（内線 360）    ・可茂保健所 0574-25-3111（内線 358） 

・東濃保健所 0572-23-1111（内線 361）   ・恵那保健所 0573-26-1111（内線 258） 

・飛騨保健所 0577-33-1111（内線 309）  

・岐阜市保健所 058-252-7191 

 

https://www.pref.gifu.lg.jp/kinkyu-juyo-joho/corona-jigyousaikai.html
https://www.pref.gifu.lg.jp/sangyo/kanko/kanko-shinko/s11334/kansensyomanual.html
https://www.pref.gifu.lg.jp/sangyo/kanko/kanko-shinko/s11334/kansensyomanual.html
https://corona.go.jp/
https://www.pref.gifu.lg.jp/kinkyu-juyo-joho/qr_keikai.html

